
様式1

政策ごとの決算との対応について（総括表）　

(所管）総務省 （単位：千円）

備考

行政改革・行政運営 940,826 - - - 940,826 749,097 - 191,728

国家公務員の人事管理の推進 138,336 - - - 138,336 72,578 - 65,757

適正な行政管理の実施 185,135 - - - 185,135 135,402 - 49,732

行政評価等による行政制度・運営の改善 617,355 - - - 617,355 541,116 - 76,238

地方行財政 19,465,411,026 320,087,082 - - 19,785,498,108 19,772,408,135 8,487,861 4,602,110 55,642,876,492 1,012,592,394 - - - 56,655,468,886 54,977,285,531 1,310,876,605 367,306,749

地域主権型社会の確立に向けた地方行政体制
整備等

12,974,871 371,147 - - 13,346,018 9,076,197 3,998,984 270,836

地域振興（地域力創造） 1,684,733 319,715,935 - - 321,400,668 312,597,782 4,488,877 4,314,007

地域主権型社会の確立に向けた地方財源の確
保と地方財政の健全化

19,450,717,666 - - - 19,450,717,666 19,450,705,409 - 12,256 53,467,967,492 1,012,592,394 - - - 54,480,559,886 52,807,374,225 1,310,876,605 362,309,055
交付税及び譲与税配付金
特別会計

地域主権型社会を担う地方税制度の構築 33,756 - - - 33,756 28,746 - 5,009 2,174,909,000 - - - - 2,174,909,000 2,169,911,305 - 4,997,694
交付税及び譲与税配付金
特別会計

選挙制度等 178,124 - 218,351 - 396,475 319,976 - 76,498

選挙制度等の適切な運用 178,124 - 218,351 - 396,475 319,976 - 76,498
平成23年4月19日
予備費使用決定
               　 218,351千円

電子政府・電子自治体 9,013,014 27,121 - - 9,040,135 8,074,552 332,520 633,062

電子政府・電子自治体の推進 9,013,014 27,121 - - 9,040,135 8,074,552 332,520 633,062

情報通信（ＩＣＴ政策） 157,057,667 35,224,698 - - 192,282,365 142,240,509 37,872,767 12,169,088

情報通信技術の研究開発・標準化の推進 59,341,286 3,186,774 - - 62,528,060 40,181,320 22,024,337 322,401
文部科学省所管から移替
                  　37,549千円

情報通信技術高度利活用の推進 13,768,292 3,280,555 - - 17,048,847 8,303,972 5,963,666 2,781,209

内閣府所管から移替
　　　          　597,694千円
復興庁所管から移替
　　　　　　　　　59,860千円

放送分野における利用環境の整備 - 12,761,277 - - 12,761,277 11,742,032 - 1,019,244

情報通信技術利用環境の整備 9,280,300 15,461 - - 9,295,761 5,243,484 2,674,733 1,377,543

電波利用料財源電波監視等の実施 71,820,960 15,980,630 - - 87,801,590 74,028,438 7,210,030 6,563,121

ＩＣＴ分野における国際戦略の推進 2,846,829 - - - 2,846,829 2,741,260 - 105,568

郵政行政 413,074 - - - 413,074 315,984 - 97,089

郵政行政の推進 413,074 - - - 413,074 315,984 - 97,089

国民生活と安心・安全 747,726,550 9,121,964 - - 756,848,514 667,834,063 63,363,357 25,651,093

一般戦災死没者追悼等の事業の推進 894,940 - - - 894,940 829,303 - 65,636

恩給行政の推進 611,853,109 777,099 - - 612,630,208 608,634,865 561,495 3,433,847

公的統計の体系的な整備・提供 36,312,869 4,032 - - 36,316,901 35,529,674 - 787,227

消防防災体制の充実強化 98,665,632 8,340,832 - - 107,006,464 22,840,220 62,801,862 21,364,381

内閣府所管から移替
　　　        　　   1,126千円
文部科学省所管から移替
　　　　　　　　　　1,811千円

公害等調整委員会の任務の遂行 63,304 - - - 63,304 52,037 - 11,266

公害紛争の処理 63,304の内数 - - - 63,304の内数 52,037の内数 - 11,266の内数

土地利用の調整 63,304の内数 - - - 63,304の内数 52,037の内数 - 11,266の内数

20,380,803,585 364,460,866 218,351 - 20,745,482,802 20,591,994,357 110,056,506 43,431,938 55,642,876,492 1,012,592,394 - - - 56,655,468,886 54,977,285,531 1,310,876,605 367,306,749

（注） １．政策評価体系上の個別施策に関連付けられる計数のみを計上している。
２．交付税及び譲与税配付金特別会計については、総務省所管分のみ掲記している。
３．計数は、原則として単位未満を切り捨てたものであり、端数において合計とは一致しないものがある。
４．千円未満の計数がある場合には「０」で表示し、該当計数が皆無の場合は「－」で表示している。

支出済歳出額 翌年度繰越額歳出予算現額翌年度繰越額 予算総則の規定による経費増額 流用等増△減額前年度繰越額歳出予算額前年度繰越額歳出予算額 支出済歳出額 差引額予備費使用額 流用等増△減額 歳出予算現額
特別会計

合　　　　　　　計

政策評価体系
一般会計

差引額予備費使用額



様式2

政策ごとの決算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管）総務省 （単位：千円）

１ 行政改革・行政運営 940,826 - - - 940,826 749,097 - 191,728

(1)国家公務員の人事管理の
推進

総務本省 人事管理推進費 人事管理の推進に必要な経費 138,336 - - - 138,336 72,578                       - 65,757

総務本省 行政管理実施費 行政管理の実施に必要な経費 122,344 - - - 122,344 83,068                       - 39,275
管区行政評価局 行政評価等実施費 行政管理の実施に必要な経費 62,791 - - - 62,791 52,333 - 10,457
総務本省 行政評価等実施費 行政評価等の実施に必要な経費 102,750 - - - 102,750 82,151                       - 20,598
管区行政評価局 行政評価等実施費 行政評価等の実施に必要な経費 514,605 - - - 514,605 458,965 - 55,639

２ 地方行財政 19,465,411,026 320,087,082 - - 19,785,498,108 19,772,408,135 8,487,861 4,602,110

地方行政制度整備費 地方行政制度の整備に必要な経
費

8,325,373 371,147 - - 8,696,520 7,377,247 1,180,246 139,026

東日本大震災復旧・復興地方
行政制度整備費

東日本大震災復旧・復興に係る
地方行政制度の整備に必要な経
費

4,649,498 - - - 4,649,498 1,698,950 2,818,738 131,810

地域振興費 地域振興に必要な経費 1,384,733 88,612 - - 1,473,345 1,285,145 12,250 175,949
東日本大震災復旧・復興地域
振興費

東日本大震災復旧・復興に係る
地域振興に必要な経費

300,000 - - - 300,000 - 300,000 - 

地域活性化・経済危機対策推
進費

地域活性化・経済危機対策臨時
交付金に必要な経費

- 7,893,398 - - 7,893,398 7,575,000                       - 318,398

地域活性化・緊急総合経済対
策推進費

地域活性化交付金に必要な経費 - 290,472,998 - - 290,472,998 283,006,490 4,176,627 3,289,880

地域活性化・公共投資推進費 地域活性化・公共投資臨時交付
金に必要な経費

- 9,006,033 - - 9,006,033 8,826,422                       - 179,610

地域活性化推進費 地域活性化・きめ細かな臨時交
付金に必要な経費

- 12,254,891 - - 12,254,891 11,904,723                       - 350,168

地方財政制度整備費 地方財政制度の整備に必要な経
費

45,790 - - - 45,790 33,533                       - 12,256

地方交付税交付金 地方交付税交付金財源の交付税
及び譲与税配付金特別会計交付
税及び譲与税配付金勘定へ繰入
れに必要な経費

17,423,126,750 - - - 17,423,126,750 17,423,126,750                       - - 

東日本大震災復旧・復興地方
交付税交付金

東日本大震災復旧・復興に係る
地方交付税交付金財源の交付税
及び譲与税配付金特別会計交付
税及び譲与税配付金勘定へ繰入
れに必要な経費

1,663,525,126 - - - 1,663,525,126 1,663,525,126                       - - 

地方特例交付金 地方特例交付金財源の交付税及
び譲与税配付金特別会計交付税
及び譲与税配付金勘定へ繰入れ
に必要な経費

364,020,000 - - - 364,020,000 364,020,000                       - - 

(4)地域主権型社会を担う地方
税制度の構築

総務本省 地方税制度整備費 地方税制度の整備に必要な経費 33,756 - - - 33,756 28,746                       - 5,009

３ 選挙制度等 178,124 - 218,351 - 396,475 319,976 - 76,498

選挙制度等の整備に必要な経費 178,124 - - - 178,124 155,087                       - 23,036
衆議院議員及び参議院議員補欠
等選挙に必要な経費

- - 218,351 - 218,351 164,888                       - 53,462 平成23年4月19日
予備費使用決定
                   218,351千円

４ 電子政府・電子自治体 9,013,014 27,121 - - 9,040,135 8,074,552 332,520 633,062

電子政府・電子自治体の推進に
必要な経費

6,783,748 - - - 6,783,748 5,966,051 264,165 553,531

文書管理業務・システムの最適
化実施に必要な経費

738,281 - - - 738,281 730,720                       - 7,560

職員等利用者認証業務・システ
ムの最適化実施に必要な経費

370,509 27,121 - - 397,630 329,273 68,355 1

共同利用システム基盤業務・シス
テムの最適化実施に必要な経費

1,120,476 - - - 1,120,476 1,048,507                       - 71,968

５ 情報通信（ＩＣＴ政策） 157,057,667 35,224,698 - - 192,282,365 142,240,509 37,872,767 12,169,088

情報通信技術の研究開発の推進
に必要な経費

3,789,454 167,310 - - 3,956,764 3,823,713                       - 133,050

ユビキタスネット社会実現のため
の技術戦略に必要な経費

4,823,488 1,819,464 - - 6,642,952 4,808,808 1,678,809 155,334

東日本大震災復旧・復興情報
通信技術研究開発推進費

東日本大震災復旧・復興に係る
ユビキタスネット社会実現のため
の技術戦略に必要な経費

11,553,048 - - - 11,553,048 738 11,546,877 5,431

南極地域観測事業費 南極地域観測事業に必要な経費 37,549 - - - 37,549 37,313                       - 235 文部科学省所管から移替
                     37,549千円

独立行政法人情報通信研究
機構運営費

独立行政法人情報通信研究機構
運営費交付金に必要な経費

30,280,857 - - - 30,280,857 30,280,857                       - - 

独立行政法人情報通信研究
機構施設整備費

独立行政法人情報通信研究機構
施設整備に必要な経費

426,890 1,200,000 - - 1,626,890 1,229,890 368,650 28,349

東日本大震災復旧・復興独立
行政法人情報通信研究機構
施設整備費

東日本大震災復旧・復興に係る
独立行政法人情報通信研究機構
施設整備に必要な経費

8,430,000 - - - 8,430,000 - 8,430,000 - 

(1)地域主権型社会の確立に
向けた地方行政体制整備等

総務本省

(2)地域振興（地域力創造） 総務本省

総務本省

(1)情報通信技術の研究開発・
標準化の推進

総務本省 情報通信技術研究開発推進
費

流用等増△減額

(2)適正な行政管理の実施

予備費使用額前年度繰越額 歳出予算現額

選挙制度等整備費

(1)電子政府・電子自治体の推
進

総務本省

(3)行政評価等による行政制
度・運営の改善

(3)地域主権型社会の確立に
向けた地方財源の確保と地方
財政の健全化

(1)選挙制度等の適切な運用 総務本省

電子政府・電子自治体推進費

備考政策評価体系 組織 項 事項 翌年度繰越額支出済歳出額歳出予算額 差引額



様式2

政策ごとの決算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管）総務省 （単位：千円）

流用等増△減額予備費使用額前年度繰越額 歳出予算現額 備考政策評価体系 組織 項 事項 翌年度繰越額支出済歳出額歳出予算額 差引額

情報通信技術高度利活用推
進費

情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

8,050,166 3,280,555 - - 11,330,721 8,240,291 337,955 2,752,474

東日本大震災復旧・復興情報
通信技術高度利活用推進費

東日本大震災復旧・復興に係る
情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

5,020,654 - - - 5,020,654 999 5,017,068 2,586

総合特区推進調整費 総合特区の推進調整に必要な経
費

548,782 - - - 548,782 - 548,782 - 内閣府所管から移替
                   548,782千円

沖縄特別振興対策事業費 沖縄特別振興対策事業に必要な
経費

48,912 - - - 48,912 37,027                       - 11,885 内閣府所管から移替
                     48,912千円

東日本大震災復旧・復興推進
調整費

東日本大震災復旧・復興に係る
推進調整に必要な経費

59,860 - - - 59,860 - 59,860 - 復興庁所管から移替
                     59,860千円

総合通信局 情報通信技術高度利活用等
推進費

情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

39,918 - - - 39,918 25,654                       - 14,263

ユビキタスネットワーク整備費 ユビキタスネットワーク整備に必
要な経費

- 12,621,924 - - 12,621,924 11,605,584                       - 1,016,340

沖縄北部活性化特別振興事
業費

沖縄北部活性化特別振興事業に
必要な経費

- 139,353 - - 139,353 136,448                       - 2,904

情報通信技術利用環境整備
費

情報通信技術の利用環境整備に
必要な経費

7,264,123 15,461 - - 7,279,584 4,671,173 1,527,689 1,080,721

東日本大震災復旧・復興情報
通信技術利用環境整備費

東日本大震災復旧・復興に係る
情報通信技術の利用環境整備に
必要な経費

2,010,204 - - - 2,010,204 568,040 1,147,044 295,120

総合通信局 情報通信技術高度利活用等
推進費

情報通信技術の利用環境整備に
必要な経費

5,973 - - - 5,973 4,271                       - 1,701

電波利用料財源電波監視等の実
施に必要な経費

59,135,598 15,843,114 - - 74,978,712 62,134,046 7,179,697 5,664,969

電波利用料財源電波利用技術の
研究開発等に必要な経費

8,570,679 127,724 - - 8,698,403 8,319,192                       - 379,211

総合通信局 電波利用料財源電波監視等
実施費

電波利用料財源電波監視等の実
施に必要な経費

4,114,683 9,791 - - 4,124,474 3,575,199 30,333 518,941

(6)ＩＣＴ分野における国際戦略
の推進

総務本省 情報通信国際戦略推進費 ユビキタスネット社会実現のため
の国際戦略に必要な経費

2,846,829 - - - 2,846,829 2,741,260                       - 105,568

６ 郵政行政 413,074 - - - 413,074 315,984 - 97,089

(1)郵政行政の推進 総務本省 郵政行政推進費 郵政行政の推進に必要な経費 413,074 - - - 413,074 315,984                       - 97,089
７ 国民生活と安心・安全 747,726,550 9,121,964 - - 756,848,514 667,834,063 63,363,357 25,651,093

(1)一般戦災死没者追悼等の
事業の推進

総務本省 一般戦災死没者追悼等事業
費

一般戦災死没者の追悼等に必要
な経費

894,940 - - - 894,940 829,303                       - 65,636

文官等に対する恩給支給に必要
な経費

19,476,685 - - - 19,476,685 19,179,181                       - 297,503

旧軍人遺族等に対する恩給支給
に必要な経費

590,478,309 777,099 - - 591,255,408 587,699,948 561,495 2,993,964

恩給支給事務に必要な経費 1,898,115 - - - 1,898,115 1,755,735                       - 142,379
統計調査費 統計調査等の実施に必要な経費 26,886,740 4,032 - - 26,890,772 26,103,545                       - 787,227
独立行政法人統計センター運
営費

独立行政法人統計センター運営
費交付金に必要な経費

9,426,129 - - - 9,426,129 9,426,129                       - - 

消防防災体制等の整備に必要な
経費

69,510,068 8,340,832 - - 77,850,900 22,041,919 35,441,137 20,367,843

消防防災体制等の整備に係る技
術研究開発に必要な経費

416,678 - - - 416,678 386,785                       - 29,892

東日本大震災復旧・復興に係る
消防防災体制等の整備に必要な
経費

28,480,565 - - - 28,480,565 401,336 27,154,153 925,075

東日本大震災復旧・復興に係る
消防防災体制等の整備に係る技
術研究開発に必要な経費

255,384 - - - 255,384 8,666 206,571 40,146

災害対策総合推進調整費 災害対策の総合推進調整に必要
な経費

1,126 - - - 1,126 75                       - 1,050 内閣府所管から移替
                       1,126千円

科学技術戦略推進費 科学技術戦略推進に必要な経費 1,811 - - - 1,811 1,437                       - 373 文部科学省所管から移替
                       1,811千円

８ 公害等調整委員会の任務の
遂行

63,304 - - - 63,304 52,037 - 11,266

(1)公害紛争の処理 公害等調整委員会 公害等調整委員会 公害紛争処理等に必要な経費 63,304の内数 - - - 63,304の内数 52,037の内数 - 11,266の内数

(2)土地利用の調整 公害等調整委員会 公害等調整委員会 公害紛争処理等に必要な経費 63,304の内数 - - - 63,304の内数 52,037の内数 - 11,266の内数
20,380,803,585 364,460,866 218,351 - 20,745,482,802 20,591,994,357 110,056,506 43,431,938

（注） １．政策評価体系上の個別施策に関連付けられる計数のみを計上している。
２．計数は、原則として単位未満を切り捨てたものであり、端数において合計とは一致しないものがある。
３．千円未満の計数がある場合には「０」で表示し、該当計数が皆無の場合は「－」で表示している。

総務本省

総務本省(2)恩給行政の推進

総務本省(3)公的統計の体系的な整備・
提供

恩給費

(3)放送分野における利用環境
の整備

総務本省

(2)情報通信技術高度利活用
の推進

総務本省

(4)情報通信技術利用環境の
整備

東日本大震災復旧・復興消防
防災体制等整備費

合　　　　　　　計

総務本省 電波利用料財源電波監視等
実施費

(5)電波利用料財源電波監視
等の実施

消防防災体制等整備費(4)消防防災体制の充実強化 消防庁



様式3

政策ごとの決算との対応について（個別表）　【特別会計】

（会計）交付税及び譲与税配付金特別会計 （単位：千円）

地方行財政 55,642,876,492 1,012,592,394 - - - 56,655,468,886 54,977,285,531 1,310,876,605 367,306,749

地域主権型社会の確立に向
けた地方財源の確保と地方財
政の健全化

交付税及び譲与税配付金勘
定

地方交付税交付金に必要な
経費

17,387,026,958 1,012,592,394 - - - 18,399,619,352 17,938,819,352 460,800,000 - 

東日本大震災復旧・復興に係
る地方交付税交付金に必要な
経費 1,663,525,126 - - - - 1,663,525,126 813,448,521 850,076,605 - 

地方特例交付金 地方特例交付金に必要な経
費

364,020,000 - - - - 364,020,000 364,020,000                      - - 

国債整理基金特別会計へ繰
入

国債整理基金特別会計へ繰
入れに必要な経費

34,053,395,408 - - - - 34,053,395,408 33,691,086,352                      - 362,309,055

地域主権型社会を担う地方税
制度の構築

交付税及び譲与税配付金勘
定

地方譲与税譲与金 地方揮発油譲与税譲与金に
必要な経費

277,800,000 - - - 4,792,923 282,592,923 282,592,923                      - - 

石油ガス譲与税譲与金に必要
な経費

11,900,000 - - - - 11,900,000 11,353,250                      - 546,750

自動車重量譲与税譲与金に
必要な経費

296,800,000 - - - 11,249,668 308,049,668 308,049,668                      - - 

航空機燃料譲与税譲与金に
必要な経費

13,100,000 - - - - 13,100,000 13,074,224                      - 25,776

特別とん譲与税譲与金に必要
な経費

11,200,000 - - - 898,406 12,098,406 12,098,405                      - 0

地方法人特別譲与税譲与金
に必要な経費

1,564,100,000 - - - △16,940,997 1,547,159,003 1,542,741,584                      - 4,417,419

地方道路譲与税譲与金に必
要な経費

9,000 - - - - 9,000 1,251                      - 7,748

55,642,876,492 1,012,592,394 - - - 56,655,468,886 54,977,285,531 1,310,876,605 367,306,749

（注） １．政策評価体系上の個別施策に関連付けられる計数のみを計上している。
２．交付税及び譲与税配付金特別会計のうち、交通安全対策特別交付金に係る政策については、警察庁において公表。
３．計数は、原則として単位未満を切り捨てたものであり、端数において合計とは一致しないものがある。
４．千円未満の計数がある場合には「０」で表示し、該当計数が皆無の場合は「－」で表示している。

(所管）内閣府、総務省及び財務省

流用等増△減額 翌年度繰越額支出済歳出額 差引額
予算総則の規定
による経費増額

前年度繰越額

地方交付税交付金

合　　　　　　　計

備考予備費使用額政策評価体系 勘定 項 事項 歳出予算額 歳出予算現額


